
第38期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第38期（2022年３月期）
2021年４月１日～2022年３月31日

会社の新株予約権等に関する事項
会 社 の 体 制 お よ び 方 針
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

コムチュア株式会社
上記の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.comture.com/ir/irlibrary/shareholdersmeeting/）に掲載すること
により、株主の皆様にご提供しております。
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会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社従業員等に対し交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制

会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取
締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
なお、当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社の組織を含めた指揮命令系統および

権限ならびに報告義務を設定し、グループ全体を網羅的・統括的に管理しております。ま
た、内部監査部門は、グループ全体の内部監査を実施しております。

① 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
「お客様には “感動” を、社員には “夢” を」の基本理念の下、経営の効率性、健全
性および透明性を確保し、企業価値の継続的な向上と社会から信頼される会社を目指し
ます。
これらを実現するため、的確かつ迅速な意思決定および機動的な執行を行うことを経
営の最重要課題の一つと位置づけ、取締役および従業員の職務執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制を整備・運用し、継続的な見直しによる当該体制の
改善・充実を図っていくとともに、取締役および従業員に対して、コンプライアンスに
係る教育、啓発、指導に注力する方針であります。

（a）法令・定款および社会規範の遵守を経営の根幹に置き、その行動指針として、以下の
「会社方針」を定め、取締役および従業員はこれに従って、職務の執行にあたっており
ます。
1. 社会と共に繁栄する会社になること
2. ユーザーから真に信頼されるサービスを提供する会社になること
3. 使命感と活気ある人材に満ちあふれた会社になること
4. 常に新しい技術を取り入れ蓄積し、社会のニーズに対応できる会社になること
5. 健全成長を基調とする超一流の企業を目指す気品ある社風を築く会社になること

（b）コンプライアンス行動規範を定めた上、その実効化ならびに意思決定および業務執行
に係る諸規程を定め、コンプライアンスを遵守徹底するとともに、職務権限と責任の所
在および指揮命令系統を明確化し相互牽制が機能する体制を構築し、適正かつ効率的な
業務運営を実現いたします。
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（c）監査役会を設置し、取締役の職務執行について、法令、監査役監査規程ならびに監査
役会規程に基づき監査しております。監査役は、監査役会で定める「監査方針」および
「役割分担」に従い、連携しつつも独立して各々監査に当たっております。

（d）内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室を代表取締役社長直轄で設置
し、代表取締役社長の指示に基づき、定期的に各部門の業務執行およびコンプライアン
スの状況等の確認、内部統制システムの適正性、効率性の検証を行うものとしておりま
す。また、その結果は、代表取締役社長および監査役、取締役会に報告され、内部統制
システムの継続的な見直しに活用しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に対する体制
取締役の意思決定および職務の執行に係る情報については、取締役会規程その他の諸
規程および法令に基づき、記録し、適切かつ確実に保存および管理を行っております。
また、取締役および監査役は、これらの情報の記録を必要に応じて閲覧することが可能
であります。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（a）業務執行に係るリスクの把握と管理を目的に、リスク情報を集約し、内部統制と一体
化したリスク管理を推進するためのリスク管理担当役員を設置し、リスク管理体制の構
築および推進を行っております。リスク管理担当役員は、グループ全体のリスクの統括
管理を担当し、リスクの一元管理と対応ならびに不測の事態発生時の対策を指揮いたし
ます。

（b）各本部は、それぞれの部門に関する個別のリスクについて、識別し、分析および評価
いたします。また、その結果を基に、リスクの回避、低減等の対応を検討し、リスク管
理担当役員へ報告いたします。監査室は、各部署のリスク管理状況を監査し、その結果
を代表取締役社長ならびにリスク管理担当役員に報告いたします。

（c）個別のリスクのうち情報セキュリティに係るリスクは、業態に照らし、優先順位の高
いリスクと位置づけ、情報セキュリティ委員会が管理いたします。さらに、「情報セキ
ュリティポリシー」を社内外に公開するとともに、「情報セキュリティ読本」の従業員
および協力会社従業員への配布等により、周知徹底を図っております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制および当社子会社の
取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

（a）取締役会
定例の取締役会を原則として毎月開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しており

ます。取締役会は、経営会議での議論も踏まえた経営上の重要な意思決定および取締役
会規程に基づく重要事項の決議を行うほか、各取締役の業務執行の監督を行っておりま
す。また、取締役会は取締役８名で構成され、うち３名を社外取締役にすることで業務
執行機関に対する監督機能を強化するとともに、取締役会の機能のさらなる向上を目的
として取締役会の実効性評価を実施しております。

（b）監査役会
定例の監査役会を原則として毎月開催し、必要に応じて臨時監査役会を開催しており

ます。監査役会は、取締役会等の重要会議に出席して、取締役等の職務執行状況の妥当
性の検討等を行うほか、会計監査人および内部監査室との緊密な連携により監査機能の
一層の充実を図っております。また、監査役会は監査役３名で構成され、うち２名を社
外監査役とすることで公正性・透明性を確保しております。

（c）指名・報酬諮問委員会
取締役の指名および報酬等の決定に関する手続きの公正性、透明性および客観性を

強化するため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置しており
ます。同委員会は、取締役会より諮問を受けた事項に関し協議を行い、協議結果を取締
役会に答申しております。また、同委員会は、取締役４名で構成され、うち３名を社外
取締役とすることで経営からの独立性を確保しております。

（d）経営会議
経営会議を原則として月３回開催しております。同会議は、取締役会の意思決定に資
するため取締役会付議事項の事前検討を行うとともに、取締役会で決定した方針および
計画に基づき、営業戦略、採算戦略、人事戦略、業績管理および教育戦略等の各経営戦
略の検討を行うとともに、新規事業、組織運営、重要プロジェクトおよびクレーム報告
等に関する状況を確認・協議しております。また、同会議は取締役、上席執行役員およ
び事業部長により構成され、経営方針および経営戦略等の社内への迅速な浸透を図ると
ともに、筆頭監査役も出席者に加えることで取締役等の職務執行の妥当性とのバランス
を保っております。

（e）業績点検会議
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業績点検会議を原則毎月最終週に開催しております。同会議は業績の進捗に関する定
期的なレビューを行い、取締役会で定めた中期経営計画および年度予算に照らして、分
析・評価を行い、必要に応じて改善策を検討するとともに、その内容を取締役会に報告
しております。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき従業員を置いております。

⑥ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項
監査役の職務を補助する従業員に関する人事異動、人事評価、処罰等については、監

査役会の承認を得ております。当該従業員は、監査業務の範囲においては取締役の指揮
を外れ、監査役に係る業務を優先して従事するものとしております。

⑦ 取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの
者から報告を受けた者が、監査役に報告するための体制

（a）監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役および従業員から重
要事項の報告を受けております。

（b）取締役および従業員ならびに当社子会社の取締役、監査役および従業員は、各監査役
の要請に応じて必要な報告および情報提供を行うとともに、次のような緊急事態が発生
した場合には、遅滞なく報告するとともに、それらの件について報告を受けた場合にも
監査役に報告しております。
（イ）経営上に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財務上に係る諸問題
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（ロ）その他著しい損害を及ぼすおそれのある事象
（c）内部監査部門は、監査の結果を適時、適切な方法により監査役に報告しております。

⑧ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
内部通報者保護規程を定め、監査役への報告を理由として不利に取扱うことを禁止

し、その旨の周知徹底を図っております。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の前払いまたは償還の手続その他の
処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたと
きは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費
用または債務を処理しております。

⑩ その他監査役の監査が効果的に行われることを確保するための体制
（a）監査役は、代表取締役および他の取締役との間で適宜に意見交換会を開催しておりま
す。

（b）監査役は、監査室と事業年度毎の内部監査計画を協議するとともに、適宜に内部監査
結果および指摘・提言事項等についての協議および意見交換をするなど、常に連携を図
っております。

（c）監査役および監査室は、会計監査人との間でも情報交換等の連携を図っております。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当要求等
に対しては毅然とした態度で臨むとともに、警察、顧問弁護士等の外部専門機関と緊密
に連携し、組織全体として速やかに対応してまいります。なお、万一に備え、警察、顧
問弁護士等の関係を強化するとともに、共益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合
会に入会し、研修会への定期的な参加による情報の収集、社内への周知徹底に努めてお
ります。

なお、上記「会社の体制および方針（1）」の全文は、当社ホームページ
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（https://www.comture.com/）に掲載しております。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
① 内部統制システム全般

内部統制システム全般の整備・運用状況を内部監査部門がモニタリングの上、取締役
会に報告し、その改善・拡充を進めております。

② コンプライアンス体制
コンプライアンス行動規範・コンプライアンス規程を定めた上、コンプライアンス委
員会を設置し、コンプライアンス計画を策定・実施するなど、コンプライアンスの遵守
徹底に継続して取り組んでおります。従業員に対し、その階層に応じて必要なコンプラ
イアンスについて、社内研修や会議体での説明を通し、コンプライアンスに係る教育、
啓発、指導を行い、法令および定款を遵守するための取組みを継続的に行っておりま
す。

③ リスク管理体制
2022年1月にリスクマネジメント体制を再整備する目的でリスク管理委員会を設置
し、外部環境変化を踏まえた全社リスクマネジメントの方針策定や従業員に対する教
育、啓発のための活動に取り組んでおります。また、災害リスクや情報セキュリティに
係るリスク、コンプライアンスリスクなど会社を取り巻くリスク類型ごとに、現状のリ
スクの把握方法やリスク管理上の課題などを洗い出し、その解決策の検討や実施の進捗
管理を行っております。

④ 内部監査
内部監査部門が作成した内部監査計画に基づき、内部監査を実施しております。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について、特

に定めておりません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
継続的な健全成長を基調とした企業価値の増大を目指しております。第１に、利益配分に
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ついて、当事業年度の業績の状況をベースに内部留保の充実と配当性向等とのバランスを図
りながら、利益の向上に見合った更なる利益還元を行っていきたいと考えており、配当性向
45％以上を目標としてまいります。第２に、内部留保資金について、財務体質の強化とと
もに、事業の拡大のために有効投資してまいりたいと考えております。第３に、毎事業年度
における配当の回数について、四半期配当制度に基づき、年４回の配当を行う方針でありま
す。
以上の基本方針に基づき、期末配当金を１株当たり11円25銭とさせていただくことを予
定しており、第１号議案にてお諮りいたします。年間配当金は、既に実施済みの第１四半期
から第３四半期の１株当たり四半期配当金の合計25円75銭と合わせ、１株当たり37円とな
ります。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,022 3,617 7,812 △109 12,342
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,067 △1,067

親会社株主に帰属する当期純利益 2,517 2,517

自 己 株 式 の 処 分 14 2 16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 14 1,449 2 1,465
当 期 末 残 高 1,022 3,631 9,262 △107 13,808
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（単位：百万円）

項 目
その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 11 11 12,353
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,067

親会社株主に帰属する当期純利益 2,517

自 己 株 式 の 処 分 16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 0 0 0

当 期 変 動 額 合 計 0 0 1,466
当 期 末 残 高 12 12 13,820
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連 結 注 記 表

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数および主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ４社
主要な連結子会社の名称
コムチュアマーケティング株式会社、コムチュアネットワーク株式会社、
コムチュアデータサイエンス株式会社、エディフィストラーニング株式会社

② 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
（a）有価証券の評価基準および評価方法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以外
のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来ない複合金融商
品は、全体を時価評価し、評価差額を投資有価証券評価損益として営業
外損益に計上しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
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投資事業有限責任組合等へ
の出資（金融商品取引法第
２条第２項により有価証券
とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（b）棚卸資産の評価基準および評価方法
仕 掛 品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
（a）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、取
得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ４～18年
車 両 運 搬 具 ６年
工具、器具及び備品 ３～15年

（b）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
自社利用目的のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。
また、顧客関連資産については、効果の及ぶ期間（５年）に基づく定額法によっております。なお、顧
客関連資産は連結貸借対照表上、「無形固定資産 その他」に含めて計上しております。

（c）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度

の負担額を計上しております。
役 員 賞 与 引 当 金 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。
工 事 損 失 引 当 金 請負契約型等のプロジェクトに係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末に

おける受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も
ることのできる契約について、損失見込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 収益および費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日改正。以下「収益認識会計基準」

という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日改
正）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつれ
て当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
当社グループは、主な収益をソリューションサービスから生じる収益（以下、「ソリューションサービス

収益」という。）及びライセンス販売から生じる収益（以下、「ライセンス販売収益」という。）と認識して
おります。また、ソリューションサービスに付随するハードウエア等の販売及びライセンス販売を、代理人
取引と認識しております。
1) ソリューションサービス収益
当社グループが提供するソリューションサービスの主な内容は、クラウドソリューション、デジタルソリ

ューション、ビジネスソリューション、プラットフォーム・運用サービス及びデジタルラーニング等であり
ます。
上記サービスの契約から生じる履行義務は、一定の期間にわたり充足される履行義務で、通常、１年以内

に支払を受けるものであります。これは、通常、当社グループが顧客との契約における義務を履行すること
により別の用途に転用することができない資産が生じ、かつ、顧客との契約における義務の履行を完了した
部分について、対価を収受する強制力のある権利を有していると考えられるためであります。
当社グループは、全ての案件について、将来の発生原価を合理的に見積って厳格なプロジェクトの採算管
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理を実施しており、労働時間等の集計から算定した既発生コストと見積総コストとの比率で進捗度を見積る
ことが可能であります。
そのため、一定の期間にわたってソリューションサービス収益を認識しております。ただし、工期がごく

短く、かつ、金額が重要でない場合、顧客の検収を受けた一時点で当該収益を認識しております。
2) ライセンスの販売収益
当社グループのライセンス販売は、主に市販のソフトウエアのライセンス販売であります。当該ライセン

ス販売により、顧客が権利を有している知的財産に著しく影響を与える活動を当社グループが行うことは契
約により定められておらず、また、顧客により合理的に期待されてもいないと想定されます。さらに、当社
グループの活動は、顧客が権利を有している知的財産に直接的に影響を与えないと考えられます。
そのため、知的財産を使用する権利（使用権）としてライセンスの供与を開始した一時点でライセンス販

売収益を認識しております。
3) 代理人取引
当社グループは、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提供する前に

支配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識しております。顧客
に提供する前に支配しているか否かの判定は、財又はサービスの提供に対して主たる責任を有しているこ
と、当該財又はサービスが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び当該財又はサービスの
価格設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。
当社グループが行う通常のソリューションサービス収益に付随するハードウエア等の販売及びライセンス

販売は、代理人取引に該当いたします。そのため、当該販売にかかる手数料相当部分を収益として認識して
おります。

⑥ のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、その投資効果の発現する期間（５年から７年）を見積り、当該期間において
均等償却を行っております。
ただし、のれんの金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた連結会計年度の費用として処理
することとしております。
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3. 重要な会計上の見積りに関する注記
（1） 一定の期間にわたり収益認識した金額（契約資産）
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
一定の期間にわたり収益認識した金額（契約資産） 103百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
契約資産の算出にあたっては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の
期間にわたり算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度の適切な見積りにあたっては、工事原
価総額の見積額に対する実際発生原価の割合により測定し、それに基づき収益を認識しております。なお、
原価総額の見積りの結果、将来の損失の発生が見込まれ、損失金額を合理的に見積ることができる場合に
は、損失見込額を工事損失引当金として計上しております。
当連結会計年度末において将来の損失の発生が見込まれる契約資産はありません。しかしながら、将来に
おいて、当該時点では想定できなかった事態等の発生により損失が発生する可能性があります。

（2） のれん及び顧客関連資産の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 680百万円
顧客関連資産 122百万円
（注）のれん及び顧客関連資産は、全てエディフィストラーニング株式会社に関するものであります。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれん及び顧客関連資産（以下、「のれん等」という。）の評価にあたっては、原則として、企業結合にお
いて取得した対価となる財の企業結合日における時価を、被取得企業から取得した資産および引き受けた負
債のうち識別可能なものにそれらの時価を基礎として配分し、残余をのれんまたは負ののれんとして計上し
ております。そして、のれん等の効果の発現する期間を見積り、その期間で均等償却しております。
のれん等は、対象会社ごとに資産のグルーピングを行い、買収時に見込んだ事業計画に基づく営業利益お
よび営業キャッシュ・フロー等の達成状況等を検討し、減損の兆候を把握しております。減損の兆候がある
場合には、減損損失の認識の要否を判定しております。
当該連結会計年度においては、のれん等について減損の兆候は識別されていません。しかしながら、将来
において、減損の兆候の発生により損失が発生する可能性があります。
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4. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算
書類に与える影響はありません。

5. 連結貸借対照表に関する注記
（1）顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高

顧客との契約から生じた債権（注１） 3,874百万円
契約資産（注１） 103百万円
契約負債（注２） 183百万円
(注１) 顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、連結貸借対照表のうち「受取手形及び売掛金」

に含まれております。
(注２) 契約負債は、連結貸借対照表のうち流動負債の「その他」に含まれております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 695百万円

（3）資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
8百万円

（4）当座貸越契約
運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づ
く連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,000百万円
借入実行残高 200百万円
差引額 800百万円

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普通株式 32,241,600株
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（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月15日
定時株主総会 普通株式 247 7.75 2021年３月31日 2021年６月16日

2021年７月30日
取締役会 普通株式 262 8.25 2021年６月30日 2021年８月31日

2021年10月29日
取締役会 普通株式 262 8.25 2021年９月30日 2021年11月30日

2022年１月31日
取締役会 普通株式 294 9.25 2021年12月31日 2022年２月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月17日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 358 11.25 2022年３月31日 2022年６月20日

（3）当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
該当事項はありません。

7. 金融商品に関する注記
（金融商品の状況に関する事項）
余剰資金の範囲内で安全性の高い金融商品に限定して資金運用を行っており、リスクの高い投機を行わな

い方針であります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。投

資有価証券は主に株式であり、上場株式については定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま
す。買掛金の支払期日は全て１年以内であります。借入金は主に投資資金または運転資金の調達を目的にし
たものであります。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されております。

（金融商品の時価等に関する事項）
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）投資有価証券
その他有価証券 144 144 ―
資産計 144 144 ―

（1）短期借入金 200 200 ―
負債計 200 200 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項
資産
現金及び預金、受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであり、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略して
おります。
投資有価証券
時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関から提示された価格に
よっております。
負債
買掛金
買掛金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

短期借入金
短期借入金は、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（注2）市場価格のない株式等
これらについては、上表(1)「投資有価証券」に含めておりません。

区分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
非上場株式 300
投資事業有限責任組合出資持分 119
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（金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項）
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 0 70 ― 71

資産計 0 70 ― 71

該当事項はありません。 ― ― ― ―

負債計 ― ― ― ―

（注）投資信託の時価は上記表には含めておりません。投資信託の連結貸借対照表計上額は72百万円でありま
す。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

該当事項はありません。 ― ― ― ―

資産計 ― ― ― ―

短期借入金 ― 200 ― 200

負債計 ― 200 ― 200
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価し、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類しており
ます。一方、当社が保有する社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められ
ないため、レベル２の時価に分類しております。

短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日まで
の期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。

8. 企業結合に関する注記
企業結合による暫定的な会計処理の確定
2021年３月１日に行われたエディフィストラーニング株式会社との企業結合について、前連結会計年度

において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。
この暫定的な会計処理の確定に伴い、当連結会計年度の連結計算書類に含まれる比較情報において取得原

価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、のれんとして計上していた金額の一部を組み替えており
ます。
取得日現在において無形固定資産である顧客関連資産に153百万円、繰延税金負債に52百万円が配分され

た結果、暫定的に算定されたのれんの金額は894百万円から100百万円減少し、794百万円となっておりま
す。また、前連結会計年度末の無形固定資産のその他が153百万円、繰延税金負債が52百万円増加しており
ます。
なお、顧客関連資産の償却期間は5年としております。

9. 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要
事務所の不動産賃借契約に伴う原状回復義務等であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から7～15年と見積り、割引率は0.048％～1.854％を使用して資産除去債務の金額
を計算しております。
（3）資産除去債務の総額の増減

期首残高 244百万円
時の経過による調整額 0百万円
期末残高 244百万円
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10. 収益認識に関する注記
(1) 収益の分解情報
収益認識の時期別及び契約形態別に分解した金額は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
ソリューションサービス収益 ライセンス

販売収益
ラーニング
サービス収益 合計準委任

契約
請負
契約 小計 販売

契約 小計 サービス
契約 小計

一定期間にわ
たって認識す
る収益

21,690 195 21,886 ― ― 1,442 1,442 23,329

一時点で認識
する収益 ― 1,445 1,445 165 165 45 45 1,656

合計 21,690 1,640 23,331 165 165 1,487 1,487 24,985

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
契約資産は、主に請負契約等によるソリューションサービスにおいて、進捗度の測定に基づいて認識した
収益にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に売上債権へ振替えられます。契約負債
は、主に、請負契約及び保守サービス契約における顧客からの前受金であります。
契約資産及び契約負債の残高は、「連結貸借対照表に関する注記」に記載のとおりであります。
なお、当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、173百万円でありま
す。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の金額及びそ

のうち将来認識されると見込まれる金額は以下のとおりであります。
1年内 186百万円
1年超 ―百万円
合計 186百万円
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11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 433.56円銭
（2）１株当たり当期純利益 78.97円銭

12. 重要な後発事象に関する注記
(取得による企業結合)
当社は、2022年３月16日開催の取締役会において、ソフトウエアクリエイション株式会社（以下「ソフ
トウエアクリエイション」）の発行済み株式の全てを取得して連結子会社化することを決議し、同年４月25
日付で払い込みを完了いたしました。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業内容
被取得企業の名称 ソフトウエアクリエイション株式会社
事業の内容 システム開発（Ｗｅｂ系、組込み系）、インフラ構築
② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、世界的なデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速の中、クラウドソリ
ューション事業・デジタルソリューション事業を軸にＤＸ領域へ積極的に取組むことで、創業来年平
均15％の成長率で持続的な成長を続け、事業を拡大しております。
ソフトウエアクリエイションは、Ｗｅｂ系のシステム開発やインフラ構築サービスを提供している
企業です。
今回の同社の子会社化により、経験豊富なエンジニアリソースを確保することでシナジー効果が生
まれ、オーガニックでの二桁成長に加え、事業規模の拡大と高付加価値化の両方を達成することで、
更なる企業価値の向上を実現できると判断したため、株式譲渡契約を締結いたしました。
③ 企業結合日
2022年４月１日 (みなし取得日)

④ 企業結合の法的形式
株式取得

⑤ 結合後の名称
名称の変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 500百万円

取得原価 500百万円

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料 ４百万円

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）

項 目
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 1,022 271 3,342 3,613
事 業 年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 処 分 14 14
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 ― ― 14 14
当 期 末 残 高 1,022 271 3,356 3,627
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（単位：百万円）

項 目

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 13 100 6,988 7,101 △ 109 11,627
事 業 年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △ 1,067 △ 1,067 △ 1,067
当 期 純 利 益 1,854 1,854 1,854
自 己 株 式 の 処 分 2 16
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ―

事業年度中の変動額合計 ― ― 786 786 2 802
当 期 末 残 高 13 100 7,775 7,888 △ 107 12,430
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（単位：百万円）

項 目
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価･換算差額等
合計

当 期 首 残 高 11 11 11,639
事 業 年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △ 1,067
当 期 純 利 益 1,854
自 己 株 式 の 処 分 16
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 0 0 0

事業年度中の変動額合計 0 0 803
当 期 末 残 高 12 12 12,443
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個 別 注 記 表

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法

子 会 社 株 式 お よ び
関 連 会 社 株 式

移動平均法による原価法によっております。

そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以外
のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来ない複合金融商
品は、全体を時価評価し、評価差額を投資有価証券評価損益として営業
外損益に計上しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

投資事業有限責任組合等へ
の出資（金融商品取引法第
２条第２項により有価証券
とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法
仕 掛 品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、取
得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ４～18年
車 両 運 搬 具 ６年
工具、器具及び備品 ３～15年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
自社利用目的のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。
役 員 賞 与 引 当 金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。
工 事 損 失 引 当 金 請負契約型等のプロジェクトに係る将来の損失に備えるため、当事業年度末におけ

る受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ること
のできる契約について、損失見込額を計上しております。

（5）収益および費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日改正。以下「収益認識会計基準」

という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2020年３月31日改
正）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつれ
て当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要なサービスまたは取引形態等における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点について
は、連結注記表（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）に記載のとおりで
す。

（6）のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、その投資効果の発現する期間（５年から７年）を見積り、当該期間において均
等償却を行っております。
ただし、のれんの金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理するこ
ととしております。
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3. 重要な会計上の見積りに関する注記
一定の期間にわたり収益認識した金額（契約資産）
①当事業年度の計算書類に計上した金額
一定の期間にわたり収益認識した金額（契約資産） 60百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
契約資産の算出にあたっては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の
期間にわたり算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度の適切な見積りにあたっては、工事原
価総額の見積額に対する実際発生原価の割合により測定し、それに基づき収益を認識しております。なお、
原価総額の見積りの結果、将来の損失の発生が見込まれ、損失金額を合理的に見積ることができる場合に
は、損失見込額を工事損失引当金として計上しております。
当事業年度末において将来の損失の発生が見込まれる契約資産はありません。しかしながら、将来におい

て、当該時点では想定できなかった事態等の発生により損失が発生する可能性があります。

4. 会計方針の変更に関する注記
連結注記表「会計方針の変更に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

5. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 632百万円

（2）資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
8百万円

（3）当座貸越契約
運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づ
く事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,000百万円
借入実行残高 200百万円
差引額 800百万円

6. 損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引および営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収益） 594百万円
営業取引（費用） 151百万円
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7. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

普通株式（株） 369,020 3,070 6,940 365,150

8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 198百万円
未払事業税 41百万円
投資有価証券評価損 107百万円
ゴルフ会員権等評価損 20百万円
未払役員退職金 23百万円
資産除去債務 67百万円
その他 59百万円
繰延税金資産合計 519百万円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 △44百万円
その他有価証券評価差額金 △5百万円
その他 0百万円
繰延税金負債合計 △49百万円
繰延税金資産の純額 469百万円

9. 収益認識に関する注記
連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 390.35円銭
（2）１株当たり当期純利益 58.18円銭

12. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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